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Ⅰ．本調査研究の実施概要
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１．事業の目的
ひとり親家庭等に対する児童扶養手当、医療費助成制度、就学援助については、いずれも所得制限等が課されているが、こうし

た手当・制度の受給・利用の有無によって、医療費その他の家計支出や、所得を増やしたい保護者への意識等に対してどのような
影響が及んでいるのかを明らかにすることとした。また、ひとり親家庭において収入の増加や雇用の安定が図られるためにはどう
いった要素が必要とされるのかを、ひとり親の転職行動を把握することで明らかにすることとした。

２．調査内容
ひとり親世帯（主に⺟⼦世帯）について、⼦どもの年齢や就学状況に応じて受給する制度の整理と給付金額の試算を行った。ま

た各種給付制度の認知度・利用度、及び、給付制度との収入抑制行動との関係の整理を行った。さらに、ひとり親世帯（主に⺟⼦
世帯）転職行動の現状把握と、転職による収入増加と雇用の安定、支障の発生との関係、および転職による雇用の安定や支障の発
生の要因などを明らかした。

３．調査実施方法
①ひとり親世帯に対する受給制度の整理（文献調査）と給付金額の試算
②ひとり親（⺟⼦）世帯における各種給付制度の認知度・利用度と給付制度との収入抑制行動の関係把握のためのアンケート調査
③ひとり親世帯の転職行動を把握するための総務省「就業構造基本統計」の再集計
④ひとり親世帯の転職行動を把握するためのアンケート調査
⑤本調査の実施に当たって、有識者から助言を得た。

※本資料は本調査研究報告書から、上記の①②④について、主な調査結果を抜粋、整理したものである。
調査研究報告書は以下から参照可。https://www.murc.jp/wp-content/uploads/2026/04/koukai_260423_02_11.pdf
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Ⅱ．ひとり親等への給付制度に係る分析

 ひとり親世帯において、子どもの年齢や就学状況に応じて各種給付制度による受給

可能額がどの程度になるか、試算を行った。
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１．試算対象とした給付制度および対象自治体､試算内容
 試算対象としたのは、令和7年度時点の以下の制度である。
＜国の給付制度＞
 児童手当
 児童扶養手当
 幼児教育・保育の無償化
 就学援助
 高等学校等就学支援金、高校生等臨時支援金
 給付型奨学金や入学金、授業料の減免（独立行政法人日本学生支援機構）
＜地方自治体（都道府県および市町村）の給付金制度＞
 子育て世帯への現金給付
 保育の無償化の拡充
 子どもに対する医療費助成制度、ひとり親に対する医療費助成制度
 高校生に対する給付型奨学金
 その他、交通費や光熱水道費に対する支援等、自治体独自の給付制度

 試算対象地方自治体
 東京都A区（大都市・政令指定都市レベル）
 兵庫県B市（中核市レベル）
 石川県C市（地方小都市レベル）

 試算の内容
 給与収入額別の受給可能額の関係
 「給与収入額」と「給与収入額＋受給可能額」の比較
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２．ひとり親等への給付制度：給与収入別の受給可能額
【①子どもが1人（乳幼児）の場合】

親1人＋子1人の場合、児童扶養手当の全部支給から一部支給に切り替わる給与収入190万円（親1人＋子2人の
場合は244万円）を超えると受給可能額が減少し始める。

児童扶養手当の一部支給が停止となる給与収入385万円（親1人＋子2人の場合は432万円）を超えると、受給
可能額は段階的に減少する。

図表1 給与収入別の受給可能額（子2歳、東京都A区の場合）

※ 報告書図表2-4
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２．ひとり親等への給付制度：給与収入別の受給可能額
【①子どもが1人（義務教育段階の児童）の場合】
親1人＋子1人(義務教育段階)の場合、就学援助を受給できるが、給付水準は保育の無償化よりも低い。児童扶
養手当の全部支給から一部支給に切り替わる給与収入190万円（親1人＋子2人の場合は244万円）を超えると
受給可能額が減少し始める。

児童扶養手当の一部支給が停止となる給与収入385万円（親1人＋子2人の場合は432万円）を超えると、受給
可能額は段階的に減少する。

図表2 給与収入別の受給可能額（子10歳、東京都A区の場合）

※ 報告書図表2-6
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２．ひとり親等への給付制度：給与収入別の受給可能額
【①子どもが1人（高校生）の場合】
親1人＋子1人(高校生)の場合、高等学校等就学支援金※1・高校生等臨時支援金※2(国)を受給でき、給付水準は
就学援助よりも大きい。児童扶養手当の全部支給から一部支給に切り替わる給与収入190万円（親1人＋子2人
の場合は244万円）を超えると受給可能額が減少し始める。（※1：令和8年度から所得制限撤廃。支援額も拡
充された。※2：高等学校等就学支援金の拡充に伴い、令和8年度に廃止。）

児童扶養手当の一部支給が停止となる給与収入385万円（親1人＋子2人の場合は432万円）を超えると、受給
可能額は段階的に減少する。

※ 報告書図表2-8

図表3 給与収入別の受給可能額（子16歳、東京都A区の場合）
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２．ひとり親等への給付制度：給与収入別の受給可能額
【①子どもが1人（大学生）の場合】

親1人＋子1人(大学生)の場合、受給できる給付金は、給付奨学金および入学金・授業料の減免（国独法）のみ
であるが、給付水準は就学援助(国)や高等学校等就学支援金※1・高校生等臨時支援金※2(国)よりも大きい。
（※1：令和8年度から所得制限撤廃。支援額も拡充された。※2：高等学校等就学支援金の拡充に伴い、令和8
年度に廃止。）

親の給与収入が230万円、333万円、403万円に増加すると、段階的に受給可能額が減少する。

※ 報告書図表2-10

図表4 給与収入別の受給可能額（子19歳、東京都A区の場合）
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３．ひとり親等への給付制度：子どもの年齢別・親の給与収入別の受給可能額
【子どもが1人の場合】

給与収入100万円と200万円では、受給可能額はほぼ同額である。給与収入400万円になると、児童扶養手当と、
それに連動する就学援助、医療費助成等が受けられなくなるため、受給可能額は小さくなる。

図表5 子どもの年齢別・親の給与収入別の受給可能額（3〜5歳の保育無償化を含む）（東京都A区の場合）

※ ⼦の年齢は1歳刻
みの不連続なため、受
給可能額は連続的に変
化するものではないこ
とに留意されたい。

報告書図表2-12



11 Mitsubishi UFJ Research and Consulting

４．ひとり親等への給付制度：「給与収入」と「給与収入＋給付可能額」の比較
【年収が増え、各種給付金の所得制限に達することによって給付が停止される場合の影響】

児童扶養手当については、全部支給が一部支給に切り替わったあとは、収入が増えるにしたがって連続的に緩
やかに減少していくため、給与収入を増やしても給与収入＋受給可能額の合算額が減少することはない（グラ
フ中の※部分。「給与収入＋受給可能額」の合算額の増加分が緩やかになっている）。

給与収入が385万円を超えると、児童扶養手当の一部支給が停止され、それに連動する地方自治体の各種の給
付も対象外となることが多いため、給与収入＋受給可能額の合算額は一時的に減少する。

図表6 「給与収入額」と「給与収入額＋受給可能額」の比較（子16歳、東京都A区の場合）

報告書図表2-9

※
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５．まとめ：ひとり親世帯への給付制度

 国の児童扶養手当が金銭的支援策の中心となっている。これと連動している自治体の給付制度が多い。
 児童扶養手当については、全部支給が一部支給に切り替わったあとは、収入が増えるにしたがって連続的に

緩やかに減少していくため、給与収入を増やしても給与収入＋受給可能額の合算額が減少することはない。
 給与収入額が児童扶養手当の一部支給が停止になる給与収入額より大きくなると、受給可能額は段階的に減

少する。
子の年齢によって異なる受給可能額
 国による保育無償化や自治体による保育無償化の拡充により、乳幼児期での受給可能額は比較的大きい。小

中学生（義務教育段階）になると、就学援助を受けられるが、その規模は保育の無償化ほど大きくはない。
 高校段階になると、国の高等学校等就学支援金・高校生等臨時支援金により、受給可能額は子どもの小中学

生段階よりも大きい。自治体によっては、低所得世帯を対象に高校生を対象とした奨学金を用意している。
 大学生になると、受給可能な給付は、独立行政法人日本学生支援機構による給付型奨学金や入学金・授業料

の減免のみとなる。
 ひとり親世帯では、給与収入額＋受給可能額の合算額の一時的な減少を避けるために、各種制度の所得限度

額内の範囲で働こうとする働き控えが誘発されている可能性はある。
 ひとり親世帯への給付制度については、制度間の連関についても認識した上で、ひとり親世帯が利用可能な

給付を横断的に把握することが重要である。

「児童扶養手当」との連動が多い自治体の給付制度

本試算における留意点
 本試算では、受給可能額のみに着目しており、支出額については、試算対象外としている。高校生や大学生

を持つ世帯では受給可能額も大きいが、この年代では教育関連支出も大きくなることに留意が必要である。
なお、試算は令和7年度を対象としているため、高等学校等就学支援金が拡充された令和8年度の効果は反
映されていない。
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Ⅲ．ひとり親（⺟子）の収入抑制行動に関する
アンケート調査

 ひとり親（母子）家庭を対象として、ひとり親支援制度の認知度および利用状況を

把握するとともに、支援制度の利用を目的として収入を意図的に制限する行動の

有無、その要因等について分析した。

 サンプルは、厚生労働省「令和４年国民生活基礎調査」における母子世帯の年

間収入階層分布をもとに、昨年１年間の年間収入（養育費、各種手当、給付金を

含む）を割り付けた。

※本調査の対象については､本節の最後に記載。
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１．ひとり親支援制度の認知度・利用状況
【ひとり親家庭への支援についての認知度】

児童扶養手当が「年間の収入額に応じて、受給の可否や受給額が変わること」の認知度は72.0%と最も高く、
次いで「扶養する子どもの人数により受給額が異なること」が40.0%である。

その他のひとり親家庭への支援についての認知度は20~25%程度となってる。「いずれも知らない、分からな
い」の割合は21.3%である。

※ひとり親（⺟⼦）の収入抑制アン
ケート調査の集計、報告書図表4-33

昨年１年間の年間収入
（養育費、各種手当・
給金を含む）を分析軸
（クロス軸）とした。

図表7 ひとり親家庭への支援制度についての認知度（複数回答）
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１．ひとり親支援制度の認知度・利用状況
【支援制度での受給の減額・停止の経験】

「受給額の減額経験がある」が38.7%と最も高く、「支給停止の経験がある」が20.5%である。一方で、「受
給額に変化はない」が24.5%、「手当や支給金は受給していない」が24.3%である。

年間収入別にみると、「支給停止の経験がある」は年間収入が高いほど割合が高い。「受給額の減額経験があ
る」は300〜400万円未満までは年間収入が高いほど割合も高いが、400万円以上では低い。「受給額に変化は
ない」は年間収入が低いほど割合が高く、「手当や支給金は受給していない」は400万円以上で多い。

※ひとり親（⺟⼦）の収入抑制アンケート調査の集計、報告書図表4-34

図表8 支援制度での受給の減額・停止の経験（複数回答）
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１．ひとり親支援制度の認知度・利用状況
【受給の減額・停止になったことがある場合の子どもへの支出などの影響】

子どもへの支出など大きな影響（減額）があったかを尋ねたところ、全体では、影響があった割合は76.6%で
あり、「子ども以外（回答者自身など）にかかる支出を減らした」が40.0%、「貯蓄に回す金額が減った」が
39.0%と高い割合である。

低収入家庭においては、「子どもの食費を減らした」が22.9%となるなど、子どもへの影響が少なからず生じ
ていることがうかがわれる。

※ひとり親（⺟⼦）の収入抑制アンケート
調査の集計、報告書図表4-36

図表9 受給の減額・停止による子どもへの支出などの影響（複数回答）

（設問について）支給停止や受給額が減
額になったことがある回答者に対して、
子どもへの支出など大きな影響（減額）
があったかを複数回答で尋ねた
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２．収入抑制と就労時間の抑制状況
【収入抑制と就労時間の抑制の状況】

ひとり親（⺟子）家庭において、「年間の収入を一定額以下に抑えようとしている（収入抑制）」は14.2%、
「就労時間を抑制している」は6.8%である。就労収入別にみると、200万円未満と300〜400万円未満において
収入抑制している割合が若干高い。

※雇用形態別にみると、「非正規の職員・従業員」と収入抑制や就労時間の抑制との関連が強い。
（報告書図表4-39）

※ひとり親（⺟⼦）の収入抑制アン
ケート調査の集計、報告書図表4-38

以降では、昨年１年間
の就労収入を分析軸
（クロス軸）とした。

図表10 収入抑制と就労時間の抑制の状況（複数回答）
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２．収入抑制と就労時間の抑制状況
【収入抑制している場合の理由・目的】

「児童扶養手当を満額受けられるようにするため」、「住⺠税非課税となるようにするため」、「児童扶養手
当を一部でも受けられるようにするため」の割合が高い。

※ひとり親（⺟⼦）の収入抑制アンケート調査の集計、報告書図表4-40

（設問について）収入抑制している回答者に対して、年間の収入を一定額以下に抑えようと
している理由や目的について、複数回答で尋ねた。

図表11 収入抑制の理由・目的（複数回答）
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２．収入抑制と就労時間の抑制状況
【収入抑制の状況下で、給付金や支援を受け続けたい理由】

「収入を増やす前と比べて手取りが逆転する」を挙げる割合が最も高く、収入増加が家計の実質的な不利益に
つながることへの懸念が強い。

「手取りは逆転しないが増加分がわずかである」や「支援対象から外れることにより将来的に支援を受けられ
なくなる不安がある」といった理由も一定程度みられ、手取りの増加幅の小ささや将来的な不安も、収入抑制
行動の背景となっていることがうかがわれる。

※ひとり親（⺟⼦）の収入抑制アンケート調査の集計、報告書図表4-41

図表12 収入抑制の状況下で、給付金や支援を受け続けたい理由（複数回答）

（設問について）収入抑制している回答者の中で、「収入抑制の理由・目的」で何らかの給付金や支援や税制上
の優遇を受けられるようにしている者に対して、収入を一定額に抑えることで、給付金や支援を受け続けたいと
考える理由について複数回答で尋ねた。
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２．収入抑制と就労時間の抑制状況
【今後の子育てや生活で長期的に必要になる収入額を計算したことがあるか】

「計算したことがある」が27.8%である。一方で、「気になっているが、実際に計算したことはない」が
49.8%、「あまり・全く気にしておらず、計算したこともない」が22.5%であり、合わせると収入額を計算し
たことがない者は72.3%と多数を占める。

就労収入別にみると、200万円未満では「収入額を計算したことがある」が22.5%と低い割合にとどまってい
る。200万円以上では、就労収入が高いほど「あまり・全く気にしておらず、計算したこともない」の割合が
やや高くなる傾向がみられる。

※ひとり親（⺟⼦）の収
入抑制アンケート調査の
集計、報告書図表4-29

図表13 今後の子育てや生活で⻑期的に必要になる収入額を計算したことがあるか
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38.6% 22.8% 17.5% 0.0% 21.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=57)

自分の年収が増加した場合の収入額と、給付や支援が減る金額を計算し、両方を比べるなどのシミュレーションをした上で

収入抑制を決めた

制度の減額や支給停止の仕組みについて調べた上で収入抑制を決めたが、自分にとっての具体的な増減額の計算（シミュ

レーション）はしていない

制度の内容を調べてはいないが、見聞きした情報（知人やインターネットなど）から、収入抑制を決めた

その他

特にない

２．収入抑制と就労時間の抑制状況
【収入抑制の意思決定のもととした情報】

「自分の年収が増加した場合の収入額と、給付や支援が減る金額を計算し、シミュレーションをした上で収入
抑制を決めた」が38.6%と最も高い割合である。次いで、「制度の減額や支給停止の仕組みについて調べた上
で収入抑制を決めたが、シミュレーションはしていない」が22.8%、「特にない」が21.1%である。

※ひとり親（⺟⼦）の収入抑制アンケート調査の集計、報告書図表4-47

図表14 収入抑制の意思決定のもととした情報

（設問について）収入抑制している回答者に対して、どのような情報をもとに収入抑制することを決めたかを尋ねた。
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２．収入抑制と就労時間の抑制状況
【収入増加に向けた転職活動の見込み・希望につながる支援】

「自分の老後も含めて将来にわたって必要となるお金の見通しを持てるとよい」が36.6%と最も高い割合であ
る。次いで、「ひとり親が働き続ける上でのポイント、気を付けることなどの助言があるとよい」が24.4%で
あり、お金の見通しを持つことや、就労に関するアドバイスを求めたりしている。

※ひとり親（⺟⼦）の収入抑制アンケート調査の集計、報告書図表4-54

図表15 収入増加に向けた転職活動の見込み・希望につながる支援（主なもの３つまでの回答）

（設問について）収入抑制しており、「今後収入抑制をやめ、仕事の時間を増やしたり、転職活動をする見込み・希望はあるか」
の設問で、時期や生活状況を考えていると回答した者に対して、「何らかの支援があれば、現在からでも収入の増加に向けた転職
活動をする見込み・希望はあるか」、主なもの３つまで尋ねた。
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２．収入抑制と就労時間の抑制状況
【今後収入抑制をやめ、仕事の時間を増やしたり転職・就職活動をする見込み・希望】

「子どもが高校を卒業したら」が26.3%と最も高い。一方で、「特に考えていない、見込んでいない」が
19.3%である。

※ひとり親（⺟⼦）の収入抑制アンケート調査の集計、報告書図表4-51

図表16 今後収入抑制をやめ、仕事の時間を増やしたり転職・就職活動をする見込み・希望

（設問について）収入抑制している回答者に対して、「今後収入抑制をやめ、仕事の時間を増やしたり、転職・就職活動をする見
込み・希望はあるかについて尋ねた。

1.8% 10.5% 12.3% 8.8% 26.3% 5.3%

0.0%

3.5% 3.5% 19.3% 8.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=57)

子どもが、小学校に入ったら
子どもが、小学校高学年になったら
子どもが、中学生になったら
子どもが、高校生になったら
子どもが、高校を卒業したら
児童扶養手当などの受給額が「０」円（支給停止）になったら
児童扶養手当などの受給額が今より減額になったら
子育てや生活に、今よりお金が必要になったら
その他
特に考えていない、見込んでいない
分からない
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３．まとめ：ひとり親（⺟子）の収入増加に向けた方向性

 収入抑制の主な理由は、「児童扶養手当を満額／一部でも受けられるようにするため」、「住⺠税非課税と
なるようにするため」が多い。一方で、手取りの逆転を防ぐため」との回答も一定数あった。児童扶養手当
について、就労収入が増えると就労収入と給付の合計額が増加する段階であってもこうした回答をしている
ひとり親もおり、制度が正確に理解されていない可能性がうかがえる。

 ひとり親家庭等、子どもがいる家庭への給付制度は多岐にわたり、制度により所得控除の金額が異なるなど
複雑であるため、各家庭が収入に応じて自身の具体的な受給額の全体像を把握することは難しい。

 ひとり親（⺟子）家庭に対して、対象となる給付制度全体を分かりやすく示し、正しい制度理解を促すこと
で、収入増加につながる行動を後押しすることが重要である。

「収入増加に伴う給付減少」の緩和措置の検討
 収入の増加により、児童扶養手当が全額支給停止となる場合など、就労収入が増えても、就労収入と給付金

の合計額が減少したり、ほとんど増加しなかったりする場合がある。
 急激な実質収入の減少を緩和する措置について検討することが求められる。

「給付制度」の認知向上

「ライフプラン・マネープラン」の作成支援
 収入抑制を行っているひとり親（⺟子）では、収入増加に向けた転職活動につながる支援として、「自分の

老後も含めて将来に必要となるお金の見通しをもてること」が重要との回答が多く、⻑期的なライフプラン
に基づいたお金の見通しを持てておらず、あいまいさや不安のなかで当面の収入抑制を行っているひとり親
（⺟子）が多いことを示唆している。

 また、⻑期的な収入見通しや必要資金の把握が⼗分でない中で、収入を上げるための転職の判断が後ろ倒し
になっている可能性も考えられる。

 就労面と生活設計の両面から将来の見通しを持てるよう、的確な情報発信やキャリアカウンセラー・ファイ
ナンシャルプランナー等の専門家に相談する機会の提供、各家庭の状況や希望に応じたライフプラン・マネ
ープランの作成支援などのサポートが必要である。

 こうした⻑期的見通しを持った上で、プランの実現に向けた就労支援を行っていくことが求められる。
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（参考）ひとり親（⺟子）の収入抑制行動に関するアンケート調査の対象

本調査の実施対象として以下の条件を満たす者をスクリーニング調査にて選定した。
 ひとり親（⺟子）だったことがある、現在ひとり親（⺟子）
 配偶者はいない（未婚、離別、死別）
 現在、働いていない子ども（アルバイトの場合も働いていないとした）と同居している（配偶者以外の働

いていない親族（祖⽗⺟など）がいる場合を含む）
 同居している末子の年齢が20歳未満

さらに、厚生労働省「令和４年国⺠生活基礎調査」の⺟子世帯の年間収入階層の分布を基に、昨年１年間の年
間収入（養育費、各種手当、給付金を含む）について、
 100万円未満：15サンプル
 100〜200万円未満：88サンプル
 200〜300万円未満：102サンプル
 300〜400万円未満：93サンプル
 400万円以上：102サンプル

となるようにした（合計で400サンプル）。ただし、年間収入0円は調査対象から外した。
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Ⅳ．ひとり親（⺟子）のフルタイム転職者
アンケート調査

 ひとり親（母子）家庭の、フルタイマー（週労働時間35時間）以上への転職行動

について、転職による収入の変化、雇用の安定化、負担や支障の発生状況とそ

の要因や関係性を分析した。

 カテゴリごとのサンプル数は実際の母集団の転職の状況を反映したものではな

い点に留意が必要である。

※本調査の対象については､本節の最後に記載。
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１．転職による収入増と雇用の安定化、支障の発生の関係
【転職による収入変化と雇用の安定化の関係】

転職による収入増加割合が高いことは、収入の安定、今後の見込み、雇用の安定など幅広く雇用の安定化と関
連している。

※ひとり親（⺟⼦）のフルタイム転職者アンケート調査の集計、報告書図表6-1

図表17 転職による収入変化と雇用の安定化の関係（複数回答）

69.2%

40.4%

40.4%

17.3%

36.5%

23.1%

30.8%

10.6%

50.0%

24.7%

34.2%

17.8%

19.2%

19.9%

13.0%

15.8%

23.4%

7.4%

16.0%

6.4%

8.5%

27.7%

7.4%

35.1%

8.9%

8.9%

12.5%

3.6%

12.5%

17.9%

3.6%

57.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

収入が安定した（時給から月給になった、月による収入の変動が小さくなった）

将来的に収入が増える見込みが高まった（経験年数に応じた昇給が見込める、など）

将来にわたり雇用が安定した（正社員になった、無期雇用になった、など）

スキルアップの見通しができた（仕事の範囲が広がった、専門性を高められる仕事に就

いた、昇格が見込める、など）

福利厚生が充実した（退職金制度が充実している、育児支援が充実している、など）

子育て、介護、勉強や休養、趣味など時間のやりくりが容易になった（就業時間が短

い、就業時間が柔軟、休暇が取りやすい、など）

長期的な収入の見通しが立ったことで、将来の教育費や老後資金などへの不安が減った

いずれにも該当しない

(n=104) 収入が増加した（年収で２割以上の増加） (n=146) 収入が増加した（年収で１割以上２割未満の増加）

(n=94) 収入は変わらない (n=56) 収入は減った
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１．転職による収入増と雇用の安定化、支障の発生の関係
【転職による収入変化と支障の発生の関係】
転職後に生活・心身等に支障が出る場合も相当程度あり、特に、転職による収入増が２割以上では、その割合
は50％と高い。

転職による収入増の大きさに応じて、雇用の安定化が高まるが、一方で、心身の負荷や家庭生活や子供との関
係などで支障が発生するケースもみられる。

図表18 転職による収入変化と支障の発生の関係（複数回答）

21.2%

38.5%

7.7%

50.0%

17.8%

30.1%

7.5%

56.2%

9.6%

23.4%

10.6%

62.8%

16.1%

30.4%

10.7%

58.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

労働時間が長くなったことや不規則になったこと、出張が

多くなったことなどにより、家庭生活や子どもとの関係、

健康に大きな支障が出た

仕事の負荷が大きく、心身ともに非常に疲弊した

仕事内容や環境が合わず、不本意に転職後短期間（１年以

内）で再度転職したいと思っている

いずれにも該当しない

(n=104) 収入が増加した（年収で２割以上の増加）

(n=146) 収入が増加した（年収で１割以上２割未満の増加）

(n=94) 収入は変わらない

(n=56) 収入は減った

以降では転職による収入や生活の
変化に応じ次の3つのカテゴリを
分析軸（クロス軸）とした。

 カテゴリA：「収入の増加あ
り」かつ「雇用の安定化あり」
かつ「支障なし」（29.0%）

 カテゴリB：「収入の増加あ
り」かつ「雇用の安定化あり」
かつ「支障あり」（25.0%）

 カテゴリC：「収入の増加な
し」または「雇用の安定化な
し」（46.0%）

※ひとり親（⺟⼦）のフルタイム転職者アンケート調査の集計、報告書図表6-2
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２．転職による収入増、雇用の安定化が達成される場合の状況
【転職翌年から現在までの就労収入の変化】

カテゴリA、Bでは、転職による収入増に加えて、転職後から現在に至るまでの収入増割合も高い。特に、転職
による支障がないカテゴリAでは、現在までの収入増の割合がやや高くなっている。

※雇用形態：カテゴリA、Bでは非正規から正規への転職が多い。反対に、カテゴリCでは非正規から非正規（特
に、パート・アルバイトからパート・アルバイト、派遣労働者から派遣労働者）の割合が高い。

図表19 転職翌年から現在までの就労収入の変化

1.8%

2.0%

5.8%

17.0%

27.6%

44.5%

29.5%

18.4%

15.6%

22.3%

21.4%

12.7%

29.5%

30.6%

21.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

A.収入増and雇用安定化ありand支障なし

B.収入増and雇用安定化ありand支障あり

C.収入横ばい・減少or雇用安定化なし

(n
=1
1
2)

(n
=9
8
)

(n
=1
7
3)

減少・変化無し 1～1.2倍未満 1.2～1.5倍未満 1.5～2.0倍未満 2.0倍以上

※ひとり親（⺟⼦）のフルタイム転職者アンケート調査の集計、報告書図表6-10
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47.4%

42.2%

26.7%

27.6%

20.7%

12.1%

18.1%

11.2%

23.3%

6.0%

10.3%

1.7%

3.4%

57.0%

50.0%

27.0%

20.0%

14.0%

9.0%

16.0%

16.0%

16.0%

4.0%

8.0%

1.0%

1.0%

22.3%

30.4%

9.2%

16.8%

19.0%

19.6%

21.2%

5.4%

23.4%

12.0%

8.2%

3.8%

10.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

収入の増加（年間収入が１０％程度以上増加を目処）

収入の安定（月による収入の変動が小さくなる、など）

将来的な収入増の見込み

雇用の中長期的な安定

勤務時間や通勤時間の短縮（残業時間の減少、など）

柔軟な労働時間

休暇の取りやすさ

自分のキャリアアップの実現（希望する職業に就くこと、など）

子育てとの両立、子どもとの時間の確保の容易さ

自分の時間の確保

健康的な生活

その他

特に重視したことはない

(n=116) A.収入増and雇用安定化ありand支障なし (n=100) B.収入増and雇用安定化ありand支障あり

(n=184) C.収入横ばい・減少or雇用安定化なし

２．転職による収入増、雇用の安定化が達成される場合の状況
【転職活動で重視したこと】

カテゴリA、Bでは「収入の増加」、「収入の安定」、「将来的な収入増の見込み」の割合が高い。特にカテゴ
リAでは、「雇用の中⻑期的な安定」、「子育てとの両立」など賃金以外の項目でカテゴリBより高く、賃金の
増加と同様に中⻑期的な働き方を見据えて転職に臨んでいる。

※【転職で意識したこと】カテゴリA、Bでは、「将来にわたって安定して働けそうな会社に目標を絞った」、
「希望する年収に応じた職種や会社に目標を絞った」が高い。(報告書図表6-31)

図表20 転職活動で重視したこと（複数回答）

※ひとり親（⺟⼦）のフ
ルタイム転職者アンケー
ト調査の集計、報告書図
表6-24
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２．転職による収入増、雇用の安定化が達成される場合の状況
【転職にあたって難しかったこと・苦労したこと】

履歴書の作成、何度も不合格でつらかったとする割合が高かった。カテゴリBでは、効果的な転職活動に向け
て、外部からの支援・助言の機会が少なく、対象者自身が一人で苦労しているケースが多いことがうかがわれ
る。 ※カテゴリBでは転職が決まるまでの期間がやや⻑く、転職が決まるまでの社数がやや多い（報告書図
表６-36、図表６-37）。

図表21 転職にあたって各種負担で難しかったこと・苦労したこと（主なもの３つまで）

※ひとり親（⺟⼦）のフルタイム転職者アンケート調査の集計、報告書図表6-35

12.1%

19.8%

2.6%

7.8%

7.8%

12.1%

1.7%

55.2%

23.0%

16.0%

6.0%

8.0%

21.0%

17.0%

1.0%

42.0%

13.6%

13.6%

1.6%

7.6%

10.3%

9.2%

1.6%

62.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

履歴書の作成や面接練習などを自分だけですることが難しかった

転職活動のための時間確保が難しかった

転職のための職業訓練や資格取得の費用負担が難しかった

転職活動のための諸費用（書籍、講習、交通費、衣服費など）の負担が難しかった

何度も不合格になり精神的につらかった

希望する条件の会社に応募し続ける意識（モチベーション）の維持が大変だった

その他

上記に該当するものはなかった

(n=116) A.収入増and雇用安定化ありand支障なし (n=100) B.収入増and雇用安定化ありand支障あり

(n=184) C.収入横ばい・減少or雇用安定化なし
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２．転職による収入増、雇用の安定化が達成される場合の状況
【現在の働き方への考え方等】

カテゴリA、カテゴリB、カテゴリCの順に前向き、肯定的な状況が見られ、それぞれの差は顕著である。転職
による賃金の増加と雇用の安定、支障のない転職は、転職後の働き方、生活にポジティブな影響を強く及ぼし
ていることが分かる。

図表22 現在の働き方への考え方等（そう思う＋ややそう思うの割合）

※ひとり親（⺟⼦）のフルタイム転職者アンケート調査の集計、報告書図表6-39
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49.0%

42.0%

49.0%
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50.5%

37.0%

20.7%

25.0%

38.0%

28.3%

7.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現在の仕事に前向きに取り組んでいる

今後もキャリアアップ、仕事の経験を積んでいきたい

将来の安定した生活の見通しがある

子どもにかかる費用に大きな不安がない

子育てと仕事の両立ができている

仕事に関係することでは大きなストレスはなく生活している

自分の老後に大きな不安はない

(n=116) A.収入増and雇用安定化ありand支障なし (n=100) B.収入増and雇用安定化ありand支障あり

(n=184) C.収入横ばい・減少or雇用安定化なし
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66.4%

7.8%

22.4%

5.2%

6.0%

69.0%

5.0%

28.0%

4.0%

6.0%

60.3%

9.8%

17.9%

5.4%

9.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

学校卒業後の最初の仕事で正規の職員・

従業員として１年以上働いた

学校卒業後の最初の仕事で正規の職員・

従業員として働いた（１年未満）

学校卒業後の最初の仕事以外で、

正規の職員・従業員として１年以上働いた

学校卒業後の最初の仕事以外で、

正規の職員・従業員として働いた（１年未満）

正規の職員・従業員の経験はない

(n=116) A.収入増and雇用安定化ありand支障なし (n=100) B.収入増and雇用安定化ありand支障あり

(n=184) C.収入横ばい・減少or雇用安定化なし

３．回答者の属性
【「正規の職員・従業員として」働いた経験】

カテゴリA、B、Ｃのいずれも「学校卒業後の最初の仕事で正規の職員・従業員として1年以上働いた」が60％
台と高い。また、「学校卒業後の最初の仕事以外で、正規の職員・従業員として１年以上働いた」割合も20％
前後となっている。

正規の職員・従業員としての経験がある回答割合が高く、「正規の職員・従業員としての経験はない」はいず
れのカテゴリでも10％に満たない。

図表23 「正規の職員・従業員として」働いた経験（複数回答）

※ひとり親（⺟⼦）のフ
ルタイム転職者アンケー
ト調査の集計、報告書図
表6-47
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３．回答者の属性
【最後に卒業した学校】

カテゴリA、B、Cのいずれも「中学校」と「高等学校」を合わせると40％を超え､カテゴリ間で大きな違いは
ない。

カテゴリAでは「大学・大学院」が31.0％と高く、反対に、「専門学校・高専・短大」が低い。カテゴリCでは
「大学・大学院」の割合が低く、「専門学校・高専・短大」の割合が高い。カテゴリBでは「高等学校」の割
合が43.0％と他のカテゴリでの割合よりも高い。

図表24 最後に卒業した学校

※ひとり親（⺟⼦）のフルタイム転職者アンケート調査の集計、報告書図表6-45
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A.収入増and雇用安定化ありand支障なし

B.収入増and雇用安定化ありand支障あり

C.収入横ばい・減少or雇用安定化なし
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4)

中学校 高等学校 専門学校・高専・短期大学 大学・大学院 その他
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４．まとめ：ひとり親（⺟子）の雇用の安定化に向けた望ましい転職

 賃金の上昇、雇用の安定が図られ、かつ生活やこどもとの関係に支障が生じない転職は可能であり、そうし
た転職により、ひとり親（⺟子）のキャリアを高め、前向きな働き方のみならず、子育てとの両立、健康で
安定した生活の実現にもつながっていることをより多くのひとり親（⺟子）や支援関係者に周知していくこ
とが重要と考えられる。

「雇用の安定につながる転職」が実現する条件
 賃金の増加や雇用の安定の実現を目標として定め、その実現に向けて転職先、雇用形態を絞り込み、こだわ

って転職活動をすることが重要である。
 望ましい転職先の情報は、ハローワークや⺠間の職業紹介など幅広い相談・助言により得られる可能性が高

い。
 転職を成功させるためには、賃金に加えてその他の労働条件や、子育てとの両立可能性などを中⻑期的に見

据えて転職活動を進めることが重要である。
 フルタイマーでの転職者の多くが正社員で１年以上働いた経験がある。安定した雇用での経験が望ましい転

職行動にも繋がることが示唆される。

「雇用の安定につながる転職」が可能であることの周知

「雇用の安定につながる転職」に向けた行政の支援
 転職活動中履歴書の作成や面接練習など自分だけですることが難しかった等で苦労している傾向がみられる

ことから、行政としては、望ましい転職が増えるように、積極的な情報提供・周知とともに、将来的に目指
す収入のレベルや志望業界・職種の検討から入職まで、⻑い目でみた伴⾛的なキャリアカウンセリング・転
職活動支援が求められる。
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（参考）ひとり親（⺟子）のフルタイム転職者アンケート調査の対象

本調査の実施対象として以下の条件を満たす者をスクリーニング調査にて選定した。
 ひとり親（⺟子）だったことがある、現在ひとり親（⺟子）
 配偶者はいない（未婚、離別、死別）
 ひとり親（⺟子）家庭になってから、過去10年以内に転職したことがある（過去10年間に転職を複数回

している場合、直近の転職のことを回答）
 転職当時、働いていない子ども（アルバイトの場合も働いていないとした）と同居していた（配偶者以外

の働いていない親族（祖⽗⺟など）がいる場合を含む）
 ひとり親になってから転職した時の末子の年齢が18歳未満
 現在フルタイム（週の労働時間35時間以上）で働いている
 現在の年齢が20〜59歳

さらに、上記の転職による収入の変化について、
 収入が増加した：250サンプル
 収入は変わらない、 収入は減った：150サンプル

となるようにした（合計で400サンプル）。
※上記のカテゴリごとのサンプル数は実際の⺟集団の転職の状況を反映したものではない点に留意が必要であ
る。
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